
令和８年度第１回国分寺市地域福祉推進委員会 次第 

 

日時： 令和８年６月24日（水） 

 午前９時30分から11時まで 

会場： 会議室201 

 

１ 委員長挨拶 

２ 委員会の任務について 

３ 第２次国分寺市地域福祉計画（中間における検証）について 

４ 包括的相談支援事業の周知について（つみとりの活用） 

５ 民法等の一部改正（成年後見制度）について 

６ 社会福祉法等の一部改正について 

７ 令和８年度地域福祉推進委員会開催等スケジュールについて 

 

 

【 資料一覧 】 

（資 料 1 - 1） 第２次国分寺市地域福祉計画『中間における検証』 

（令和８年度第１回地域福祉計画評価等委員会資料） 

（資 料 1 - 2） 令和８年度第１回地域福祉計画評価等委員会 質問・意見一覧表 

（資 料 ２） 包括的相談支援事業の周知について（つみとりの活用） 

（資 料 ３） 民法等の一部を改正する法律案（成年後見制度） 

（資 料 ４） 社会福祉法等の一部改正について 

（資 料 ５） 令和８年度地域福祉推進委員会開催等スケジュール 

（参考資料１） 国分寺市地域福祉推進委員会設置規程 

（参考資料２） 令和８年度国分寺市地域福祉推進委員会委員名簿 



通番 基本目標 施策の柱 施策 取組名 取組内容 事務事業名 担当課 施策の指標 単位
現状値

（R4）

実績値

（R6）

目標値

（R11）

担当所管課による

検証の結果
備考

評価委員会の

確認

1

基本目標１

包括的な支

援体制づく

り

(１)包括的

な相談・支

援体制の構

築

①重層的支

援体制整備

事業の構築

包括的相談支援事

業（福祉の総合的

な相談窓口の体制

整備）

相談者の世代や属性、相談内容に関わらず、自

殺防止、再犯防止などに関わる様々な課題も含

め、包括的に相談を受け止め関係支援機関との

連携、つなぎを行う。以下に掲げる事業を位置

付け、一体的に実施する。複雑化・複合化した

相談は、多機関協働事業につなげる。

重層的支援体制整備

事務事業
地域共生課

複合的な課題を抱

えた相談件数
件 58 105

228

100

実績値（R6）が目標値

（R11）をすでに超えて

いて、実態に合わせる必

要がある

地域福祉コーディネーター１人あたり

の相談受付件数（令和７年度実績）か

ら目標値（令和11年度）を算出した。

第１回評価等委

員会にて確認済

（6/4）

2

基本目標１

包括的な支

援体制づく

り

(２)総合

的・専門的

な対応の推

進

①福祉ニー

ズに対する

相談機能の

充実

保育所・学童保育

所の保育研修

市内を三つのエリアに分け、各エリア内に設置

した基幹型保育所が、保育の質の維持・向上の

ため、相互に連携を図り、外部機関等と連携し

ながら、保育施設に対して情報の共有・助言指

導・各種研修等を行う。また、学童保育所に従

事する職員の知識の習得及び技術の向上のた

め、基幹施設及び指定管理施設職員対象の各種

研修等を実施する。

基幹型保育所システ

ム事務事業
保育幼稚園課 研修実施回数 回 7 9

12

8

実績値（R6）が目標値

（R11）をすでに超えて

いて、実態に合わせる必

要がある

研修内容・回数を見直し、目標値（令

和11年度）を算出した。

第１回評価等委

員会にて確認済

（6/4）

3

基本目標１

包括的な支

援体制づく

り

(３)わかり

やすい情報

の提供と

サービスの

提供

①市民にわ

かりやすい

福祉情報の

提供・共有

福祉関連課の適切

な情報発信ツール

（デジタル）によ

る福祉情報の提供

福祉関連課のＸに

よる福祉情報の提

供

適切な情報発信ツール（デジタル）Ｘを使い、

福祉関連情報を提供する。
ー

健康部（地域共生課、保険

年金課、健康課）・福祉部

（生活福祉課、障害福祉

課、高齢福祉課、地域包括

ケア課）・子ども家庭部

（子ども若者計画課、保育

幼稚園課、子育て支援課、

子育て相談室）

福祉関連課の適切

な情報発信ツール

（デジタル）活用

数

福祉関連課のＸへ

の投稿数

‐

件

実施

700

実施

277

実施

840

算出方法を見直す必要が

ある

福祉関連課への実態調査を踏まえ、適

切な情報発信ツールの再検討により、

施策の指標と目標値（令和11年度）の

表記の仕方を見直した。

別紙１「情報発信ツール（デジタル）

活用数調査結果（令和７～11年度）」

参照。

第１回評価等委

員会にて確認済

（6/4）

4

基本目標１

包括的な支

援体制づく

り

(３)わかり

やすい情報

の提供と

サービスの

提供

①市民にわ

かりやすい

福祉情報の

提供・共有

第三者評価の受審

の促進

第三者の評価を受け、客観的な評価情報が公開

されることで、利用者が良質なサービスを選択

できるよう、サービス提供事業者へ第三者評価

の受審を働きかける。サービス提供事業者の第

三者評価受審費用を補助し、福祉サービス第三

者評価の普及・受審促進を図る。

福祉サービス第三者

評価受審支援事務事

業

障害福祉課、高齢福祉課

地域共生課

第三者評価受審費

補助事業所（事業

所数）

－ 6 8

高齢：10

障害：３

13

その他

令和７年度より障害福祉課と高齢福祉

課に事務移管したため、担当課につい

て変更した。

それに伴い、目標値（令和11年度）：

１３件について、障害福祉課：３件、

高齢福祉課：10件に変更した。

第１回評価等委

員会にて確認済

（6/4）

5

基本目標１

包括的な支

援体制づく

り

(３)わかり

やすい情報

の提供と

サービスの

提供

②地域に密

着したサー

ビスの展開

地域包括ケアの推

進（子ども）

保健師や助産師等を配置し、妊娠から出産、子

育てまで一貫して同じ場所で相談でき、切れ目

のない支援を実施するこども家庭センター（母

子保健機能）子育て世代包括支援センターの充

実を図る。

こども家庭センター

事務事業（母子保健

機能）

子育て世代包括支援

センター事務事業

子育て相談室

ゆりかご・こくぶ

んじ面接の実施率

子育て世代包括支

援センターと関係

機関連携件数

％

件

92.4

438

99.5

551

100

320

他計画との整合性が取れ

ていない

「国分寺市総合ビジョン」、「子ども

若者・いきいき計画（令和７年３月策

定）」との整合性を図るため、施策の

指標を見直した。

第１回評価等委

員会にて確認済

（6/4）

6

基本目標２

だれもが安

心して自分

らしく

健やかに暮

らせる地域

づくり

(１)権利擁

護の推進

①成年後見

制度の利用

促進

成年後見制度・権

利擁護支援の周

知・啓発

成年後見制度に関する講演会、個別相談会等を

開催し、幅広い専門職団体等と連携しながら、

制度の周知・啓発に取り組む。また、市の職員

をはじめ、地域包括支援センター、相談支援事

業所、介護保険事業所等の関係者に対して、成

年後見制度の研修等を実施し、正しい理解を促

す。

権利擁護センター事

務事業
地域共生課 成年後見相談件数 件 3,084 4,478

4,395

3,400

他計画との整合性が取れ

ていない

「国分寺市総合ビジョン」との整合性

を図るため、目標値（令和11年度）を

見直した。

第１回評価等委

員会にて確認済

（6/4）

　第２次国分寺市地域福祉計画（令和６年度～令和11年度）　『中間における検証について』　（令和８年度第１回地域福祉計画評価等委員会資料）

中間検証対象指標 13指標／38指標

令和８年度第１回

国分寺市地域福祉推進委員会

資料１-1



通番 基本目標 施策の柱 施策 取組名 取組内容 事務事業名 担当課 施策の指標 単位
現状値

（R4）

実績値

（R6）

目標値

（R11）

担当所管課による

検証の結果
備考

評価委員会の

確認

7

基本目標２

だれもが安

心して自分

らしく

健やかに暮

らせる地域

づくり

(２)支援を

必要とする

人への

適切な支援

の提供と理

解の促進

③再犯防止

のための固

有の支援

民間協力者の活動

の促進

北多摩東地区保護司会国分寺分区や北多摩東地

区更生保護女性会国分寺分区など、民間協力者

の方々の活動を促進するための支援を行うとと

もに、民間協力者や関係機関等の方々と連携

し、更生保護に対する市民の理解と協力を得

て、犯罪をした人等を孤立させることなく、立

ち直りを支援する。

国分寺分区等事務事

業
地域共生課

定例会及び行事等

活動回数
回

25

150

40

150

40

300

算出方法を見直す必要が

ある

当初の目標値（令和11年度）の設定に

当たっては活動回数ではなく、参加者

人数を単位として設定していた経過が

確認されたため、算出方法を見直すこ

ととした。目標値（令和11年度）につ

いては、現状の活動水準を維持してい

くこととして、令和６年度の実績を

ベースに設定した。

第１回評価等委

員会にて確認済

（6/4）

8

基本目標３

地域で支え

合う基盤の

強化

(１)地域福

祉を担う人

材の育成と

活用

①ボラン

ティアや市

民活動団体

の育成・養

成

元気高齢者地域活

躍推進事業（介護

支援ボランティア

制度）

高齢者が介護支援ボランティア活動を通して地

域貢献することを奨励・支援し、高齢者自身の

社会参加活動をとおした介護予防を行う。

地域介護予防活動支

援事務事業
高齢福祉課

介護支援ボラン

ティア活動延べ回

数

回 430 1,964
2,160

1,000

実績値（R6）が目標値

（R11）をすでに超えて

いて、実態に合わせる必

要がある

実績値（令和７年度）から目標値（令

和11年度）を算出した。

第１回評価等委

員会にて確認済

（6/4）

9

基本目標３

地域で支え

合う基盤の

強化

(１)地域福

祉を担う人

材の育成と

活用

①ボラン

ティアや市

民活動団体

の育成・養

成

ファミリー・サ

ポート・センター

事業

育児の援助をしたい方（援助会員）と育児の援

助を受けたい市民（利用会員）が育児の相互援

助活動を行う会員登録制の組織事業。育児利用

時間に応じた謝礼金を利用会員が援助会員に支

払う。

ファミリー・サポー

ト・センター事務事

業

子育て相談室 援助活動実施件数 件 4,515 4,765
5,097

5,363

他計画との整合性が取れ

ておらず、実態に合わせ

る必要がある

「子ども若者・いきいき計画（令和７

年３月策定）」との整合性を図るた

め、目標値（令和11年度）を見直し

た。

第１回評価等委

員会にて確認済

（6/4）

10

基本目標３

地域で支え

合う基盤の

強化

(２)地域福

祉活動とつ

ながりづく

りの推進

①地域住民

の交流促進
親子ひろば事業

地域の中で孤立しがちな乳幼児（おもに０歳～

３歳）とその保護者及び妊娠期の方とその配偶

者が交流し、保護者・子育て支援者・行政・地

域住民が連携する。

親子ひろば事務事業 子育て相談室
親子ひろば延べ利

用者数
人 51,487 56,037

60,430

45,814

他計画との整合性が取れ

ておらず、実態に合わせ

る必要がある

「子ども若者・いきいき計画（令和７

年３月策定）」との整合性を図るた

め、目標値（令和11年度）を見直し

た。

第１回評価等委

員会にて確認済

（6/4）

11

基本目標３

地域で支え

合う基盤の

強化

(２)地域福

祉活動とつ

ながりづく

りの推進

①地域住民

の交流促進

地域での生きがい

づくり・仲間づく

り

様々な公民館主催事業の開催や、グループでの

学習・活動・交流の場の提供を通じて、高齢者

の生きがいづくり・仲間づくりを支援する。

公民館関係事務事業 公民館課
主催事業数(講座+

行事)
－ 186 202

210

170

実績値（R6）が目標値

（R11）をすでに超えて

いて、実態に合わせる必

要がある

「国分寺市総合ビジョン」との整合性

を図るため、目標値（令和11年度）を

見直した。

第１回評価等委

員会にて確認済

（6/4）

12

基本目標３

地域で支え

合う基盤の

強化

(３)市民生

活の安全・

安心の向上

①安全・安

心に向けた

取組の推進

市民の防犯意識と

地域防犯力の向上

巧妙化する犯罪を未然に防ぐためには、市民の

防犯意識と地域防犯力の向上が不可欠である。

犯罪に巻き込まれないための防犯知識を持つ市

民と、地域防犯活動の担い手となる防犯まちづ

くり委員を増やしながら、自主防犯活動団体や

防犯まちづくり委員会等の活動を通じた地域防

犯力の向上を図る。

防犯事務事業 防災安全課
防犯まちづくり委

員認定数
人 222 251

380

390

他計画との整合性が取れ

ていない

「国分寺市総合ビジョン」との整合性

を図るため、目標値（令和11年度）を

見直した。

第１回評価等委

員会にて確認済

（6/4）

13

基本目標３

地域で支え

合う基盤の

強化

(３)市民生

活の安全・

安心の向上

①安全・安

心に向けた

取組の推進

専門的知識等を持

つボランティアの

登録

日常的にボランティア活動センターにおいて、

特に専門的知識や技能を持つボランティア（災

害ボランティア経験者を含む）の情報を把握

し、災害時に活用する。

市民防災推進委員会

事務事業
防災安全課

市民防災推進委員

認定者数（累計）
人 1,325 1,372

1,513

1,573

他計画との整合性が取れ

ていない

「国分寺市総合ビジョン」との整合性

を図るため、目標値（令和11年度）を

見直した。

第１回評価等委

員会にて確認済

（6/4）



令和８年度第１回国分寺市地域福祉計画評価等委員会（中間検証）　質問・意見一覧表

資料２
通番

発言者 質問・意見 質問・意見（評価等委員会委員） 担当所管課 回答

1 阿南委員 質問 この目標値（R11）にして、地域福祉コーディネーターの業務負担は問題ないのか。 地域共生課

《回答済 6/3》
地域福祉コーディネーターの人員体制については、令和７年度は３名体制（１名欠員）であったが、令和
８年度からは４名体制になっているため、この目標値（R11）を受け止められる体制であり、現実的な目
標値を挙げていると考える（参考：令和７年度実績値：169件）。

1 岡田委員 質問 この件数が、実件数なのか、延べ件数なのか。 地域共生課
《回答済 6/3》
実件数である。

2 渡辺委員 質問 具体的な研修の内容はどんなものなのか。 保育幼稚園課

《回答済 6/3》
研修の内容を見直し、保育園現場のニーズを把握し、社会情勢の中で保育施設に求められている専門的な
テーマの研修、学びの方法を検討していき、保育士一人一人の保育力向上につながる効果的な研修を実施
していくことを目標に掲げ、研修回数を12回に増やすことで、保育の質の向上を図る。

3 岡田委員 質問
別紙１についてである。行政アプリ①「ぶんじ子育てナビ（母子モ）」の子育て相談室の「365
件」という投稿件数がいくつかあるが、これは毎日発信しているものという認識で良いか。

子育て相談室
投稿内容を精査しながら、現時点では「ゆりかご・こくぶんじ面接」、「妊娠8か月アンケート」、
「ファーストバースデーアンケート」、「妊婦歯科健診」についてを毎日自動設定でプッシュ通知をして
いる。

3 阿部委員 質問
情報発信する投稿内容の基準を教えてほしい。（「知的障害者移動支援従業者養成研修」も実施し
ていると思う。これは投稿しないのか。）

障害福祉課
明確な基準は設けていない。投稿内容に対して効果的な情報発信ツールを活用するよう努めているが、ご
意見を受け止め、今後の情報発信を検討していきたい。

5 渡辺委員 質問 相談に対しての面接の実施率ということか。 子育て相談室
妊娠届出後、妊娠中にゆりかご・こくぶんじ面接を実施した妊婦の割合である。妊娠届出をした方への面
接実施率を100％目指すということである。

5 小川委員 意見
進捗確認・評価時に必要な情報のため、現状値（R4）と実績値（R6）も見え消しの形で進捗確認票
に示すようにしてほしい。

子育て相談室
《回答済6/3》
見え消し方式として示すようにする。

6 足立委員 質問
・中間検証後の目標値（R11）が実績値（R6）より低くなっているが良いのか。
・この目標値（R11）を受けきれる人員体制はできているのか。

地域共生課

《回答済6/3》
・中間検証後の目標値（R11）の設定だが、上位計画である国分寺市総合ビジョンに合わせるとした。な
お、実績値（R6）だが、同じ相談者が複数回相談されたものも実績値に含まれている実態を確認してお
り、この実績値（R6）はかなり上振れていた可能性がある。
・現状の人員体制で問題ないと判断している。

7 渡辺委員 質問 現状値（R4）と実績値（R6）を教えてほしい。 地域共生課
《回答済6/3》
実績値（R4）＝25回、実績値（R6）＝40回

9 渡辺委員 意見
中間検証をする理由としては、他計画との整合性というよりも、実態に合わせる必要があるという
方が良いのではないのか。

子育て相談室
《回答済6/3》
「他計画との整合性が取れておらず、実態に合わせる必要がある」という理由とする。

10 渡辺委員 意見
中間検証をする理由としては、他計画との整合性というよりも、実態に合わせる必要があるという
方が良いのではないのか。

子育て相談室
《回答済6/3》
「他計画との整合性が取れておらず、実態に合わせる必要がある」という理由とする。

10 渡辺委員 質問 実績値（R6）が増えたのは、子どもの数が増えたということか。 子育て相談室
《回答済6/3》
母子保健事業との連携やSNSでの情報発信など、積極的な広報に努めたことにより、利用者が増加した。

令和８年度第１回

国分寺市地域福祉推進委員会

資料１-2



12 渡辺委員 質問 防犯まちづくり委員はどのようになれるのか。 防災安全課
《回答済6/3》
防犯リーダー養成講習会修了生のうち、希望者を防犯まちづくり委員として認定している。

13 渡辺委員 質問
取組内容にある「ボランティア活動センター」というのは国分寺市社会福祉協議会の「ボランティ
ア活動センターこくぶんじ」のことを指しているのか。

防災安全課
国分寺市社会福祉協議会のボランティア活動センターのことである。市民防災推進委員が関わる防災会等
の団体がボランティア活動センターに登録しているケースもあることから、このような取組内容になって
いる。



包括的相談支援事業の周知について

（つみとりの活用）

1

令和８年度第１回

地域福祉推進委員会

資料２



本市は令和５年度より「重層的支援体制整備事業」を実施している。

その中の「包括的相談支援事業」では、相談者の属性、世代、相談内容に関わらず、包括的相談支援

事業において包括的に相談を受け止めることとなっており、また「住民に身近な圏域」において地

域住民の相談を包括的に受け止める場の名称、所在地、担い手、役割を明確化するとともに、地域

住民等に広く周知する指針が国より示されている。

本市においては、“相談者の属性、世代、相談内容に関わらず、包括的に相談を受け止める体制”が

すでに構築されており、支援者（庁内・市内支援関係機関）の「包括的相談支援事業」の理解は徐々

に進んでいる。

次のステップとして、市民への周知を進めていき、本市としての「包括的相談支援事業」への取り組

みを対外的に示していく必要がある。

2

背 景

課 題



国分寺市における重層的支援体制整備事業実施イメージ

3



機能 国で示す既存制度の対象事業等 担当課 国分寺市での既存事業名

第１号

イ

相談支援

地域包括支援センターの運営 地域包括ケア課 包括的支援事業

ロ 障害者相談支援事業 障害福祉課 障害者基幹相談支援センター事業

ハ 利用者支援事業

子育て相談室 子育て応援パートナー事業（基本型）

子育て相談室 子育て世代包括支援事業（基本型）

保育幼稚園課 保育コンシェルジュ事業（特定型）

子育て相談室 こども家庭センター事業（こども家庭センター型）

子育て相談室 出産・子育て応援事業（妊婦等包括相談支援事業型）

ニ 自立相談支援事業 生活福祉課 生活困窮者自立相談支援事業

第２号 参加支援

社会とのつながりを回復するため、既存の取組で

は対応できない狭間のニーズについて、就労支援

や見守り等居住支援などを提供

地域共生課 重層的支援体制整備事業

第３号

イ

地域づくりに

向けた支援 

地域介護予防活動支援事業 高齢福祉課 地域介護予防活動支援事業

ロ 生活支援体制整備事業 地域包括ケア課 生活支援体制整備事業

ハ 地域活動支援センター事業 障害福祉課 地域活動支援センター事業

ニ 地域子育て支援拠点事業 子育て相談室 親子ひろば事業

生活困窮者支援等のための地域づくり事業

地域共生課 重層的支援体制整備事業
第４号

アウトリーチ等を

通じた継続的

支援事業

訪問等により継続的に繋がり続ける機能

第５号 多機関協働事業 世帯を取り巻く支援関係者全体を調整する機能

第６号 支援プランの作成  ※多機関協働事業と一体的に実施

重層的支援体制整備事業と「国分寺市の既存事業の関係」

4

既存事業を活用するに当たり、社会福祉法第106条の４第２項第１号から第６号までを整理し、担当所管課と共有を図る。



出所：地域共生社会の実現に向けた重層的支援体制整備事業について（全般）「厚生労働省 社会・援護局 地域福祉課 地域共生社会推進室 」

包括的な支援体制の整備 社会福祉法（昭和26年３月29日法律第45号）第106条の３

5



社会福祉法に基づく市町村における包括的な支援体制の整備に関する指針

第三 地域住民等が自ら他の地域住民が抱える地域生活課題に関する相談に応じ、必要な情報の提供及び助

言を行い、必要に応じて、支援関係機関に対し、協力を求めることができる体制の整備に関する施策

一 施策内容

市町村は、地域活動を通して把握された地域住民が抱える地域生活課題に関する相談について、包括的

に受け止め、情報提供や助言を行うとともに、必要に応じて支援関係機関につなぐことのできる体制を整

備するため、次の取組を実施する。

１ 地域住民の相談を包括的に受け止める場の整備

２ 地域住民の相談を包括的に受け止める場の周知 

「住民に身近な圏域」において地域住民の相談を包括的に受け止める場の名称、所在地、担い手、役割を

明確化するとともに、地域住民等に広く周知する。

３ 地域の関係者等との連携による地域生活課題の早期把握

４ 地域住民の相談を包括的に受け止める場のバックアップ体制の構築

6

（平成29年12月12日構成等同省告示第355号）



国分寺市における

包括的相談支援体制の

イメージ図

出所：基本目標１ 包括的な支援体制づくり 施策の柱（１）包括的な相談・支援体制の構築「第２次国分寺市地域福祉計画 」 7



連携
物忘れがひどくなった

娘は精神科に通っているし
孫は引きこもりだけど、

どこに相談したらいいのかしら？
まずは自分のことを相談してみよう

私が物忘れがひどくて

働けなくなったの
こちらで一度
お話を聞きますね
（受け止める）

御家族についても
適切な課につなぎますね

（つなぐ）

子育て相談室
・子ども若者計画課

障害福祉課

生活福祉課

④
そ
れ
ぞ
れ
の
問
題
に
対
し
て
関
係
課
を
紹
介
し
つ
な
い
だ

②地域包括ケア課にて相談

①相談することを決めた

③複合化・複雑化した
課題が判明

相談を受け止めて、関係課につなぐ

生活困窮

ひきこもり

精神疾患

娘と孫のことも
話していいかしら？

8

国分寺市における相談支援の現状



連携物忘れがひどくなった
娘は精神科に通っているし
孫は引きこもりだけど、

どこに相談したらいいのかしら？
まずは自分のことを相談してみよう

私が物忘れがひどくて

働けなくなったの こちらで一度
お話を聞きます

御家族についても
適切な課に
つなぎますね

子育て相談室
・子ども若者計画課

障害福祉課

生活福祉課

④
そ
れ
ぞ
れ
の
問
題
に
対
し
て
関
係
課
を
紹
介
し
つ
な
い
だ

②地域包括ケア課にて相談

①相談することを決めた

③複合化・複雑化した
課題が判明

相談を受け止めて関係課につなぐ

生活苦

ひきこもり

精神疾患
娘と孫のことも
話していいかしら？

本市はこの流れができている

↓

包括的相談支援体制が構築されている状態である

↓

包括的相談支援体制が構築されていることを

職員だけの認識に留めず、“ 対外的に発信していく必要がある ”

【 発信することの目的 】

地域住民の相談を包括的に受け止める場の周知

（市民の心理的安心感の向上・職員の心理的一体感の醸成）

9



包括的相談支援事業 ＝ 『丸っとネットワーク』

地域共生課

健康課

生活福祉課

障害福祉課

地域包括ケア課

保育幼稚園課

子育て相談室

学校指導課

地域包括支援センター

障害者基幹相談支援センター

自立生活サポートセンターこくぶんじ

権利擁護センターこくぶんじ

民生委員児童委員

保護司

その他相談先
経済課

丸っとネットワーク

地域福祉コーディネーター

納税課

環境課

法務課

高齢福祉課

10

包括的相談支援事業

地域活動支援センター



「つみとり」を活用した発信

丸っとネットワーク
（包括的相談支援事業）

シンボル

≪ これまで ≫ ≪ これから ≫

丸っとふくまど（福祉の総合相談窓口）
イメージキャラクター

包括的相談支援事業の周知

（相談者の属性、世代、相談内容に関わらず、

包括的に相談を受け止め、つなぐ）

→包括的相談支援事業所の窓口に

“ つみとり ”  をシンボルとして掲げる

・ 重層的支援体制整備事業実施

・ 福祉の総合相談窓口開設の周知

11



12

庁内①（相談支援総合調整会
議で組織されている所管課等）1 地域の専門相談支援機関2 庁内②（庁内①以外）3 より身近な地域の相談先4

・地域共生課

・健康課

・生活福祉課

・障害福祉課

・高齢福祉課

・地域包括ケア課

・子ども若者計画課

・保育幼稚園課

・子育て相談室

・学校指導課

・地域包括支援センター

・障害者基幹相談支援センター

・地域活動支援センター

・自立生活サポートセンター
こくぶんじ

・権利擁護センターこくぶんじ

・法務課（例:市民相談）

・納税課（例:納税相談）

・経済課（例:消費生活相談）

・人権平和課

（例:身近な人権相談）

・環境課
（例:公害苦情相談）

・民生委員児童委員

・保護司

・その他相談先

段 階 的 に 周 知

『丸っとネットワーク（包括的相談支援事業）』 周知スケジュール

※ 包括的相談支援事業所管課（重層的支援体制整備事業）

各窓口にマグネット・ステッカー・アクリルスタンド等を順次設置



包括的相談支援事業 シンボル

「つみとり」

↑マグネット型・吊り下げ型 ↑ステッカー型

←アクリルスタンド型



民法等の一部を改正する法律案
（令和８年４月３日付閣議決定）

●本人の意思に基づいた支援を適時に受けられる体制へ

①後見類型・保佐類型を廃止して、補助類型に一本化

②必要がなくなれば「やめることができる」仕組みの明確化

③補助人の交代を柔軟に行える仕組みに見直し

④本人の意思の尊重にかかる配慮義務の明確化

出典：令和８年度第１回国分寺市権利擁護関係機関連絡会資料

令和８年度第１回
地域福祉推進委員会

資料３



成年後見制度の見直し等について

社会保障審議会障害者部会（第154回）・
こども家庭審議会障害児支援部会（第18回）

R8.1.19 資料６

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部

企画課

障害福祉課地域生活・発達障害者支援室

精神・障害保健課



成年後見制度の見直し等について

2

• 民法において、成年後見制度が規定されている。

法定後見制度：本人の判断能力が不十分になった後に、本人の判断能力に応じて家庭

裁判所により選任された①成年後見人、②保佐人又は③補助人が本人

を保護、支援する制度

任意後見制度：本人が十分な判断能力を有する時に、任意後見人や委任する事務を契

約で定めておき、本人の判断能力が不十分になった後に、任意後見人

が任意後見監督人の監督を受けつつ事務を行う制度

• 令和６年４月以降、法制審議会民法（成年後見等関係）部会において成年後見制度の見

直しに向けた調査審議が行われている。令和７年６月には中間試案が示された。（第

147回障害者部会で報告）

• その後、同民法（成年後見等関係）部会での調査審議において、 ３ページのとおり、

法定後見制度について、現行の後見及び保佐の類型を廃止し補助の制度に一元化する案

が示されている。

⇒今後、現行の成年後見人、保佐人、補助人について見直しが行われる場合には、障害保健福祉

関係法令において、関係する規定（※）についても、併せて修正を行うことを予定している。

（※）身体障害者福祉法、精神保健福祉法、知的障害者福祉法、障害者総合支援法等における、市町

村長による後見・保佐・補助開始の審判の請求に関する規定、「家族等」や「保護者」等に関す

る規定を想定。



法定後見制度の見直しの概要

対象者の能力 不十分 著しく不十分 欠く常況

制度 補助 保佐 後見

支援を行う者 補助人 保佐人 後見人

支援の内容 特定の行為の代理 重要な財産上の行為の
一部の取消し

特定の行為の
代理

重要な財産
上の行為の
全部＋それ
以外の行為
の取消し

包括代理 日常行為以外の
行為の

全部の取消し

廃止

対象者の能力 不十分

制度 補助

代理 取消し 取消しの特則

必要とする支援
の内容

特定の行為の代理 重要な財産上の行為の全部又は
一部の取消し

重要な財産上の行為の全部の取消し
＋それ以外の行為の取消し

制度 代理権付与の審判 要同意事項の審判 特定補助人を付する処分の審判

支援を行う者 補助人 補助人 特定補助人

支援を行う者の
権限

特定の行為の代理権

特定の重要な財産上の行為の
同意権・取消権

特定の重要な財産上の行為の取消権

＋意思表示の受領・保存行為

法定後見制度 本人の判断能力が不十分である場合に、家庭裁判所によって選任された者が本人を支援する制度

適用範囲の拡大

欠く常況

選択可

現行の制度 事理弁識能力の程度によって、利用できる制度が画一的に法定されている

見直し後の制度

必要とする支援の内容によって、利用する制度を選択

必要とする支援の内容によって、利用する制度を選択

令和8年1月
法務省民事局
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成年後見制度の見直しに向けた検討

政府方針

28. 一般的意見第1号（2014年）法律の前にひとしく認められることを想起しつつ、
委員会は以下を締約国に勧告する。

(a) 意思決定を代行する制度を廃止する観点から、全ての差別的な法規定及び
政策を廃止し、全ての障害者が、法律の前にひとしく認められる権利を保障
するために民法を改正すること。

第二期成年後見制度利用促進基本計画（R4.3.25閣議決定 抄）
国は、障害の有無にかかわらず尊厳のある本人らしい生活の継続や本人の地域
社会への参加等のノーマライゼーションの理念を十分考慮した上で、こうした専門
家会議における指摘も踏まえて、 成年後見制度の見直しに向けた検討を行う。

（参考）障害者の権利に関する条約 （R4.10.7 抄）

第１回政府報告に関する障害者権利委員会の総括所見

現状及び課題

国内外の動向をも踏まえ、成年後見制度の見直しに向けた検討を行う必要

【成年後見制度に対する主な指摘】
○ 利用動機の課題（例えば、遺産分割）が解決しても、判断能力が回復しない限り利用をやめることができない。

○ 成年後見人には包括的な取消権、代理権があり、本人の自己決定が必要以上に制限される場合がある。

○ 本人の状況の変化に応じた成年後見人等の交代が実現せず、本人がそのニーズに合った保護を受けることができない。

○ 任意後見契約の本人の判断能力が低下した後も適切な時機に任意後見監督人の選任申立てがされない。

〔成年後見制度に関する国内外の動向〕

令和４年 ３月 第二期成年後見制度利用促進基本計画が閣議決定
令和４年１０月 障害者権利条約の第１回対日審査に関する障害者権利委員会の総括所見

高齢化の進展、単独世帯の高齢者の増加等により成年後見制度に対するニーズの
増加・多様化が見込まれ、成年後見制度を更に利用しやすくする必要がある。

【成年後見制度を取り巻く状況】

法定後見制度：本人の判断能力が不十分になった後に、本人の判断能力に応じて家庭裁判所により選任された
①成年後見人、②保佐人又は③補助人が本人を保護、支援する制度

任意後見制度：本人が十分な判断能力を有する時に、任意後見人や委任する事務を契約で定めておき、本人の
判断能力が不十分になった後に、任意後見人が任意後見監督人の監督を受けつつ事務を行う制度

成年後見制度

令和５年10月1日現在、我が国の
65歳以上人口は3,623万人となり、
総人口に占める割合(高齢化率)も
29.1％となった。

（中間試案）
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諮問第１２６号
高齢化の進展など、成年後見制度をめぐる諸事情に鑑み、成年後見制度を利用する本人の尊厳にふさわしい生活の

継続やその権利利益の擁護等をより一層図る観点から、成年後見制度の見直しを行う必要があると思われるので、その
要綱を示されたい。

● 令和６年２月に法制審議会に諮問

法制審議会民法（成年後見等関係）部会 （部会長：山野目章夫早稲田大学法学学術院教授）

〇 令和６年４月～ 部会において調査審議 〇 令和７年５月までに２０回開催、うち3回の会議で参考人からヒアリング

認知症・知的障害・精神障害・発達障害の当事者団体等、障害者支援団体、市区町村、社会福祉協議会、
特別養護老人ホーム運営者、国連障害者権利委員会元副委員長

○ 判断能力が回復しない限り利用を
やめることができない。

○ 成年後見人の包括的な代理権等
により本人の自己決定が必要以上
に制限される。

○ 成年後見人等の交代が実現せず、
本人がそのニーズに合った保護を受け
ることができない。

○ 適切な時機に任意後見監督人の
選任申立てがされない。

法定後見の開始の要件、効果等、
法定後見の終了等

成年後見人等の解任（交代）等

任意後見人の事務の監督開始の
申立権者等

必要性を開始の要件とした上で、開
始の際に考慮した必要性がなくなれば
終了する案などを検討

新たな解任事由を設ける案などを検討

新たな申立権者を設ける案などを検討

（第二期成年後見制度利用促進基本計画の対象期間は令和４年度～令和８年度）

〇 令和７年６月１０日に中間試案を取りまとめ。同月２５日よりパブリック・コメントの手続を実施（同年８月２５日まで）

ヒアリング
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主な検討事項

〇 法定後見の開始の要件及び効果等
甲 案 現行の後見・保佐・補助の三類型の開始の要件を基本的に維持しつつ、

後見の対象者は保佐・補助も利用できるようにするなどの修正をする案
乙１案 ①判断能力が不十分である者、②特定の事項について保護する必要、

③原則として本人の同意を要件として、成年後見人等に当該本人に必要な
特定の事項について代理権・取消権を（個別に）付与する類型の法定
後見を開始する案

乙２案 乙１案の類型に加え、①判断能力を欠く常況にある者、②保護する必要
を要件として、成年後見人等に一定の権限（現行の成年後見人の包括的
な代理権等よりも狭い権限）を付与する類型の法定後見を開始する案

〇 法定後見に関する期間
甲 案 期間を設けない
乙１案 家庭裁判所が法定後見を開始する際に期間を定め、その更新がない限

り、期間満了時に法定後見が終了する案
乙２案 成年後見人等に家庭裁判所に対して定期的に法定後見の要件の存在

について報告することを義務付けた上で、要件がなくなったときは法定後見
を終了させる案

法定後見の開始の要件及び効果等、法定後見の終了等

判断能力が回復しない限り利
用をやめることができない。

成年後見人の包括的な代理
権等により本人の自己決定が必
要以上に制限される。

〇 法定後見の終了
法定後見の開始において保護する必要を要件とする場合には、判断能力が回復

   したときでなくても、保護する必要がなくなったときに法定後見を終了する案
（法定後見の開始において保護する必要を要件としない場合には、判断能力が回

  復したときに限って法定後見を終了する案）
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主な検討事項

成年後見人等の解任（交代）等

本人のニーズに合った成年後
見人等が選任されるために本人
の意見を重視すべきことを明確に
すべき。

成年後見人等の交代が実現
せず、本人がそのニーズに合った
保護を受けることができない。

成年後見人等の権限の行使
によって本人の自己決定権が必
要以上に制限される。

〇 成年後見人等の選任
・ 本人の意見を重視すべきであることを明確にすることを引き続き検討

任意後見人の事務の監督開始の申立権者等

適切な時機に任意後見監督
人の選任申立てがされない。

〇 任意後見人の事務の監督の開始
・ 本人が任意後見契約の際に公正証書において指定した者に申立権を認める

     など任意後見人の事務の監督を開始する申立権者の範囲について引き続き検討

成年後見人等の報酬

その他の検討事項

家庭裁判所が本人の財産の中から相当な報酬を与えることができるとのルールを維持しつつ、家庭裁判所が相当な報
酬を判断するに当たって成年後見人等が行った事務の内容などが考慮要素であることを明確にする案を引き続き検討

〇 成年後見人等の解任（交代）
甲 案 現行法の解任事由（不正な行為、著しい不行跡など）を維持する案
乙 案 現行法の解任事由がない場合であっても、本人の利益のために特に必要が

ある場合を念頭に、新たな解任事由を設ける案

〇 成年後見人等の職務及び義務
・ 成年後見人等が本人の意思を尊重することの内容（例えば、本人に必要な

    情報を提供し、本人の意思を把握することなど）を明確にすることを引き続き検討
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出典：令和８年度第１回利用者支援区市町村連絡会資料（社会福祉法人東京都社会福祉協議会）

社会福祉法等の一部改正について
令和８年度第１回
地域福祉推進委員会

資料４
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社会保障審議会福祉部会報告書 令和7年1２月１８日

〔報告書の内容〕
１ 地域共生社会のさらなる展開について
２ 頼れる身寄りがいない高齢者等への対応、
成年後見制度の見直しへの対応について

３ 社会福祉法人制度・社会福祉連携推進法人
制度の在り方について

４ 災害に備えた福祉的支援体制について
５ 共同募金事業の在り方について
６ 介護人材の確保・育成・定着について

（福祉人材確保専門委員会を設置して検討）

現状
➢ 人口減少、２０４０年には６５歳以上の高齢者数がピーク、単身
世帯の増加、複数の地域生活課題、ニーズの多様化、複雑化。

➢ 地域社会機能低下の状況やスピードは、地域差が大きく、中山
間地域は、より進行。

地域共生社会の実現に向け社会福祉法改正
平成２９年 包括的支援体制の整備を努力義務化
令和 ２年 重層的支援体制整備事業を創設

必要なこと
➢ ２０４０年に向け、福祉分野を超えた連携・協働、包括的な支援
体制の整備を通じた地域共生社会の実現、深化が重要。

令和７年５月

地域共生社会の在り方検討会議
中間とりまとめ

• 令和２年の改正法附則第２条における施行
後５年の検討規定

• 全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋
（改革工程）

令和７年７月

2040年に向けたサービス提供体
制等のあり方検討会 とりまとめ

関係法令等の改正

地域共生社会の実現
誰も取り残されることなく
地域で支えあう社会

社会保障
審議会
福祉部会
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令和8年4月 3日 閣議決定・国会提出

厚生労働省資料に一部追記
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① （第5条） 福祉サービスの提供の原則に 「意思決定支援」 を追加。

② （第6条） 国・地方公共団体の責務として、地域住民等との連携の下に包括的支援

体制を整備すること、地域福祉の推進のため連携に努める関連施策に「防災」「消

費者の利益の擁護」に関する施策を追加。

③ （第106条の３） 地域住民等が相互に交流を図る「拠点」→「環境」に変更。地域住

民等と支援関係機関の連携・協働に関する事項を追加。

④ （第106条の３の２） 市町村が支援関係機関等により構成され、守秘義務を課し

た「支援会議」 を組織できることを新たに規定。

⑤ （第106条の５） 重層的支援体制整備事業実施計画への記載事項および、同計画

について、調査、分析、評価を行うよう努めることを規定。

⑥ （第106条の６） 小規模市町村地域支援連携協働体制整備事業を新設。

⑦ （第106条の15） 市町村が成年後見制度等の適切な利用のため、関係機関等・本

人・家族等の相談、情報提供、助言等実施、連絡調整の実施に努めることを規定。

市町村は、市町村社会福祉協議会、その他の厚生労働省令で定める者に委託する

ことができると規定。

社会福祉法等改正法案 ポイント（概要）
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⑧ （第106条の１６） 成年後見制度等の適切な利用の支援の中核的な役割を担う機

関として市町村が「地域権利擁護相談支援センター」を設置できると規定。

⑨ （第106条の17） 市町村は、関係機関等、その他関係者により構成される会議を

組織できるとし、地域の実情に応じた高齢者及び障害者に対する成年後見制度等

の適切な利用の支援のために必要な体制整備を検討することを規定。

⑩ （第107条） 地域福祉計画に策定する地域福祉の推進に関する事項に保健医療、

労働、教育、住まい、地域再生及び 防災に関する施策、消費者の利益の擁護及び

増進に関する施策を追加。

⑪ （第10８条の２～８）厚生労働大臣は、災害時福祉業務従事者を登録し、都道府県

知事の求めに応じて必要な情報を提供できる。都道府県知事は、災害時福祉従事

者に業務に従事することを要請できる。国は研修・訓練・援助を行い、都道府県は

実施するよう努めると規定。

⑫ （第2条） 「福祉サービス利用援助事業」→「福祉サービス・保健医療サービス等利

用援助事業」に変更し、対象、内容を拡充。

⑬ （第81条） 都道府県社会福祉協議会が都道府県の区域内であまねく実施される

ために行う事業を「福祉サービス・保健医療サービス等利用援助事業」に変更。
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改正案

（福祉サービスの提供の原則）

第５条 社会福祉を目的とする事業を経営する者は、その提供する多様な福祉サービスについて、地域福祉の推進に係る

取組を行う他の地域住民等との連携を図り、かつ、保健医療サービスその他の関連するサービスとの有機的な連携を図る

よう創意工夫を行いつつ、これを総合的に提供することができるようにその事業の実施に努めなければならない。

二 社会福祉を目的とする事業を経営する者は、その福祉サービスの提供に当たつては、利用者の意思決定の支援に配慮

しつつ、その意向を十分に尊重するよう努めなければならない。

福祉サービスの提供の原則に 「意思決定支援」 を追加

改正案

（福祉サービスの提供体制の確保等に関する国及び地方公共団体の責務）

第６条 （略）

二 国及び地方公共団体は、地域福祉の推進に係る取組を行う地域住民等との密接な連携の下に、地域生活課題の解決に

資する支援が包括的に提供される体制の整備その他地域福祉の推進のために必要な各般の措置を講ずるよう努めるとと

もに、当該措置の推進に当たつては、保健医療、労働、教育、住まい、地域再生及び防災に関する施策、消費者の利益の擁護

及び増進に関する施策その他の関連施策との連携に配慮するよう努めなければならない。 （以下、略）

国・地方公共団体の責務として、地域住民等との連携の下に包括的支援体制を整備する
こと、地域福祉の推進のため連携に努める関連施策に 「防災」「消費者の利益の擁護」に
関する施策を追加

第5条

社会福祉法等改正法案 ポイント

第6条
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改正案

（包括的な支援体制の整備）

第106条の３ 市町村は、地域の実情に応じた次に掲げる

施策の積極的な実施その他の各般の措置を通じ、地域住民

等及び支援関係機関による、地域福祉の推進のための相互

の協力が円滑に行われ、地域生活課題の解決に資する支援

が包括的に提供される体制を整備するよう努めるものとす

る。地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供され

る体制を整備するよう努めるものとする。

一 地域福祉に関する活動への地域住民の参加を促す活動

を行う者に対する支援、地域住民等が自ら他の地域住民が

抱える地域生活課題に関する相談に応じるための体制の整

備、地域住民等が相互に交流を図ることができる環境の整

備、地域住民等に対する研修の実施その他の地域住民等が

地域福祉を推進するために必要な環境の整備に関する施策

二 地域住民等から支援関係機関に対する地域生活課題の

解決に資する支援の求め及びこれに対する支援関係機関に

よる支援が円滑に行われる体制、地域住民等による地域福

祉の推進に係る取組における支援関係機関の参画が円滑に

確保される体制その他の地域住民等と支援関係機関との連

携又は協働が促進される体制の整備に関する施策

（以下、略）

現行

（包括的な支援体制の整備）

第106条の３ 市町村は、次条第二項に規定する重層的支

援体制整備事業をはじめとする地域の実情に応じた次に掲

げる施策の積極的な実施その他の各般の措置を通じ、地域

住民等及び支援関係機関による、地域福祉の推進のための

相互の協力が円滑に行われ、地域生活課題の解決に資する

支援が包括的に提供される体制を整備するよう努めるもの

とする。地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供

される体制を整備するよう努めるものとする。

一 地域福祉に関する活動への地域住民の参加を促す活動

を行う者に対する支援、地域住民等が相互に交流を図るこ

とができる拠点の整備、地域住民等に対する研修の実施そ

の他の地域住民等が地域福祉を推進するために必要な環

境の整備に関する施策

二 地域住民等が自ら他の地域住民が抱える地域生活課題

に関する相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行い、

必要に応じて支援関係機関に関し、協力を求めることがで

きる体制の整備に関する施策

（以下、略）

地域住民等が相互に交流を図る「拠点」→「環境」に変更
地域住民等と支援関係機関の連携・協働に関する事項を追加

第106条の３
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取組み例

地域福祉コーディネーター

地域における担い手の育成

アウトリーチを通じた困りごと
の把握、福祉何でも相談

多機関協働、新たな地域活動
の開発や地域住民の理解促進

多世代・多機能型の活動拠点
地域住民等が相互
に交流できる拠点

住民参加の活動を
促す者 

相談を包括的に
受け止める場

課題解決のための
関係機関の連携

区市町村圏域で整備

身近な圏域で整備

地域住民等に
対する研修の実施

地域住民等が相互に
交流できる環境

住民参加の活動を促す者 

地域住民等が支援関係機関に
支援を求め支援される体制

課題解決のための
関係機関の連携

地域住民等に
対する研修の実施

地域住民等が自ら相談を
受け止める体制

地域住民等の取り組みに支援関
係機関の参画が確保される体制

地域住民等と支援関係機関の
連携・協働が促進される体制

第106条の３ 包括的な支援体制の整備

一
号

二
号

三
号

一
号

二
号

三
号

現行 改正案

支援関係機関に協
力を求められる体制
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改正案

（支援会議）

第106条の３の２ 支援関係機関、地域生活課題を抱える地域住民に対する支援に従事する者その他の関係者（第三項及
び第四項において「支援関係機関等」という。）により構成される会議（以下この条において「支援会議」という。）を組織する
ことができる。

２ 支援会議は、生活保護法第二十七条の三第一項に規定する調整会議、生活困窮者自立支援法第九条第一項に規定する
支援会議その他の他の法律に基づく会議（地域生活課題を抱える地域住民に対する支援に関する検討を行うものに限る。
第五項において「関係会議」という。）において地域生活課題を抱える地域住民に対する支援の内容の検討が十分になされ
ていない場合において、当該地域住民に対する支援の円滑な実施を図るために必要な情報の交換を行うとともに、当該地
域住民が地域において日常生活及び社会生活を営むのに必要な支援体制に関する検討を行うものとする。

３ 支援会議は、前項に規定する情報の交換及び検討を行うために必要があると認めるときは、支援関係機関等に対し、地
域生活課題を抱える地域住民及びその世帯に関する資料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力を求めることが
できる。

４ 支援関係機関等は、前項の規定による求めがあつた場合には、これに協力するよう努めるものとする。

５ 支援会議は、当該支援会議を組織している市町村に関係会議が組織されているときは、地域生活課題を抱える地域住民
に対する支援の円滑な実施のため、当該関係会議と相互に連携を図るよう努めるものとする。

６ 支援会議の事務に従事する者又は従事していた者は、正当な理由がないのに、支援会議の事務に関して知り得た秘密を
漏らしてはならない。

７ 第一項から第五項までに定めるもののほか、支援会議の組織及び運営に関し必要な事項は、支援会議が定める。

〔新設〕 市町村が支援関係機関等により構成され、守秘義務を課した
          「支援会議」 を組織できることを新たに規定

第106条の３の２
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改正案

（重層的支援体制整備事業実施計画）

第106条の５ 市町村は、重層的支援体制整備事業を実施するときは、第百六条の三第二項の指針に則して、重層的支援

体制整備事業を適切かつ効果的に実施するため、次に掲げる事項を定める計画（以下この条において「重層的支援体制整

備事業実施計画」という。）を策定するよう努めるものとする。

一 重層的支援体制整備事業の実施により地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整備の方向性

に関する事項

二 重層的支援体制整備事業の実施による支援関係機関の機能の強化に係る目標に関する事項

三 重層的支援体制整備事業の実施による支援関係機関相互間の連携の促進に係る目標に関する事項

四 重層的支援体制整備事業実施計画の達成状況の評価に関する事項

五 前各号に掲げるもののほか、厚生労働省令で定める事項

２ （略）

３ 市町村は、定期的に、その策定した重層的支援体制整備事業実施計画について、調査、分析及び評価を行うよう努めると

ともに、当該評価の結果を踏まえ、必要があると認めるときは、重層的支援体制整備事業実施計画を変更するものとする。

４～６ （略）

重層的支援体制整備事業実施計画への記載事項および、同計画について、
調査、分析、評価を行うよう努めることを規定

第106条の５
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改正案

（小規模市町村地域支援連携協働体制整備事業）

第106条の６ 小規模市町村（その人口規模、その人口の減少の状況等からみて福祉サービスを提供する体制の確保に支

障を生じ、 又は生ずるおそれがあると認められる市町村として厚生労働省令で定める基準に該当するものをいう。以下こ

の款において同じ。）は、地域生活課題の解決に資する包括的な支援体制の整備を促進するため、第百六条の三第一項各号

に掲げる施策として、厚生労働省令で定めるところにより、小規模市町村地域支援連携体制整備事業を行うことができる。

２ 前項の「小規模市町村地域支援連携協働体制整備事業」とは、次に掲げるこの法律に基づく事業及び他の法律に基づく

事業を一体のものとして実施することにより、小規模市町村において地域生活課題を抱える地域住民及びその世帯に対す

る支援体制並びに地域住民等による地域福祉の推進のために必要な環境として地域福祉の推進に係る取組を行う地域住

民等と支援関係機関との連携又は協働が促進される体制を一体的に整備する事業をいう。

一 地域生活課題を抱える地域住民及びその家族その他の関係者からの相談に包括的に応じ、利用可能な福祉サービスに

関する情報の提供及び助言、支援関係機関との連絡調整並びに高齢者、障害者等に対する虐待の防止及びその早期発見の

ための援助その他厚生労働省令で定める便宜の提供を行うため、次に掲げる全ての事業を一体的に行う事業

イ 介護保険法第百十五条の四十五第二項第一号から第三号までに掲げる事業

ロ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第七十七条第一項第三号に掲げる事業

ハ 子ども・子育て支援法第五十九条第一号に掲げる事業

ニ 生活困窮者自立支援法第三条第二項各号に掲げる事業

〔新設〕 厚生労働省令で定める基準に該当する小規模市町村は、地域包括支
援体制の整備促進のため、「小規模市町村地域支援連携協働体制整備事業」
を行うことができる。

第106条の6
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二 地域住民等から支援関係機関に対する地域生活課題の解決に資する支援の求め及びこれに対する支援関係機関によ

る支援の円滑な実施、地域住民等による地域福祉の推進に係る取組における支援関係機関の参画の円滑な確保その他の

地域福祉の推進に係る取組を行う地域住民等及び支援関係機関の相互の連携又は協働の促進のための事業

三 地域住民が地域において自立した日常生活を営み、地域社会に参加する機会を確保するための支援並びに地域生活課

題の発生の防止又は解決に係る体制の整備及び地域住民相互の交流を行う環境の整備その他厚生労働省令で定める援助

を行うため、次に掲げる全ての事業を一体的に行う事業

イ 介護保険法第百十五条の四十五第一項第二号に掲げる事業のうち厚生労働大臣が定めるもの

ロ 介護保険法第百十五条の四十五第二項第五号に掲げる事業

ハ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第七十七条第一項第九号に掲げる事業

ニ 子ども・子育て支援法第五十九条第九号に掲げる事業

３小規模市町村は、厚生労働省令で定める小規模市町村地域支援連携協働体制整備事業（第一項の小規模市町村地域支援

連携協働体制整備事業をいう。以下同じ。）に従事する職員及びその員数に関する基準に従い、小規模市町村地域支援連携

協働体制整備事業を行うものとする。

４小規模市町村は、小規模市町村地域支援連携協働体制整備事業を実施するに当たつては、こども家庭センター、地域包括

支援センター、基幹相談支援センター、生活困窮者自立支援法第三条第二項各号に掲げる事業を行う者その他の支援関係

機関相互間の緊密な連携が図られるよう努めるものとする。

５小規模市町村は、第二項各号に掲げる事業の一体的な実施が確保されるよう必要な措置を講じた上で、小規模市町村地

域支援連携協働体制整備事業の事務の全部又は一部を当該小規模市町村以外の厚生労働省令で定める者に委託すること

ができる。

６前項の規定による委託を受けた者若しくはその役員若しくは職員又はこれらの者であつた者は、正当な理由がないのに、

その委託を受けた事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。
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厚生労働省 社会・援護局関係主管課長会議

資料（令和8年3月）より
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改正案

（成年後見制度等の適切な利用の支援）

第106条の15 市町村は、高齢者及び障害者による成年後見制度又は介護保険法第百十五条の四十五第二項第二号に掲

げる事業若しくは障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第七十七条第一項第三号に掲げる事業

（以下この款において「成年後見制度等」という。）の適切な利用の支援のため、次に掲げる事務の実施に努めるものとする。

一 地域において高齢者又は障害者の権利利益の擁護に係る支援に従事する者に対し、当該者が行う当該支援につき、相

談に応じ、必要な情報の提供及び助言その他の援助を行い、併せて成年後見制度等の利用に係る調整その他の地域におけ

る高齢者又は障害者に対する権利利益の擁護に係る支援に関する業務を行う関係機関及び民間団体（以下この項及び第

百六条の十七第一項において「関係機関等」という。）との連絡調整を行うこと。

二 第百六条の十七第一項に規定する会議の運営その他関係機関等その他の関係者との連携体制の整備を行うこと。

三 前二号に掲げる事務のほか、成年後見制度等の利用につき、高齢者及び障害者並びにこれらの家族その他の関係者か

らの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言をし、並びに関係機関等との連絡調整を行うこと。

２ 市町村は、市町村社会福祉協議会その他の厚生労働省令で定める者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、前項

各号に掲げる事務の実施に係る方針を示して、当該事務の全部又は一部を委託することができる。

３ 前項の規定による委託を受けた者若しくはその役員若しくは職員又はこれらの者であつた者は、正当な理由がないのに、

その委託を受けた事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない

〔新設〕 市町村が成年後見制度等の適切な利用のため、関係機関及び民間
団体、本人・家族等の相談、情報提供、助言等実施、連絡調整の実施に努める
ことを規定。
市町村は、市町村社会福祉協議会、その他の厚生労働省令で定める者に委託
することができると規定。

第106条の１５
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改正案

（地域権利擁護相談支援センター）

第106条の1６ 地域権利擁護相談支援センターは、地域における成年後見制度等の適切な利用の支援の中核的な役割を

担う機関として、前条第一項各号に掲げる事務を行うことを目的とする施設とする。

２市町村は、地域権利擁護相談支援センターを設置することができる。

３前条第二項の規定による委託を受けた者は、当該委託に係る事務を実施するため、厚生労働省令で定めるところにより、

あらかじめ、厚生労働省令で定める事項を市町村長に届け出て、地域権利擁護相談支援センターを設置することができる。

４ 地域権利擁護相談支援センターの設置者は、自らその実施する事務の質の評価を行うことその他必要な措置を講ずるこ

とにより、その実施する事務の質の向上を図るよう努めなければならない。

５ 地域権利擁護相談支援センターの設置者若しくはその役員若しくは職員又はこれらの者であつた者は、正当な理由がな

いのに、その事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。

６ 市町村は、定期的に、地域権利擁護相談支援センターにおける事務の実施状況について、評価を行うよう努めるとともに、

必要があると認めるときは、前条第二項の方針の変更その他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

７ 市町村は、地域権利擁護相談支援センターが設置されたとき、その他厚生労働省令で定めるときは、厚生労働省令で定

めるところにより、当該地域権利擁護相談支援センターの事務の内容及び運営状況に関する情報を公表するよう努めなけ

ればならない。

８ 前各項に定めるもののほか、地域権利擁護相談支援センターに関し必要な事項は、厚生労働省令で定める。

〔新設〕 成年後見制度等の適切な利用の支援の中核的な役割を担う機関とし
て市町村が「地域権利擁護相談支援センター」を設置できると規定。

第106条の１６
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改正案

（会議）

第106条の1７ 市町村は、関係機関等、第百六条の十五第二項の規定による委託を受けた者その他の関係者（第三項及

び第四項において単に「関係者」という。）により構成される会議（以下この条において「会議」という。）を組織することがで

きる。

２ 会議は、第百六条の十五第一項各号に掲げる事務の効果的な実施のために必要な情報の交換を行うとともに、地域の実

情に応じた高齢者及び障害者に対する成年後見制度等の適切な利用の支援のために必要な体制の整備に関する検討を行

うものとする。

３ 会議は、前項に規定する情報の交換及び検討を行うために必要があると認めるときは、関係者に対し、高齢者及び障害

者に関する資料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力を求めることができる

〔新設〕 市町村は、関係機関等、その他関係者により構成される会議を組織
できるとし、地域の実情に応じた高齢者及び障害者に対する成年後見制度
等の適切な利用の支援のために必要な体制整備を検討することを規定。 

第106条の１７

改正案

（市町村地域福祉計画）

第10７条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める計画（以下「市町村地域福祉

計画」という。）を策定するよう努めるものとする。

一～五 （略）

六 地域における保健医療、労働、教育、住まい、地域再生及び防災に関する施策、消費者の利益の擁護及び増進に関する

施策その他の関連施策との連携に関する事項

２・３ （略）

〔六号を追加〕 地域福祉計画に策定する地域福祉の推進に関する事項に保
健医療、労働、教育、住まい、地域再生及び 防災に関する施策、消費者の利
益の擁護及び増進に関する施策を追加。

第10７条
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改正案

〔新設〕 厚生労働大臣は、災害時福祉業務従事者を登録し、都道府県知事
の求めに応じて必要な情報を提供できる。都道府県知事は、災害時福祉
従事者に業務に従事することを要請できる。国は研修・訓練・援助を行い、
都道府県は実施するよう努めると規定。

第10８条の２～８

（災害時福祉業務従事者の登録）

第10８条の２ 厚生労働大臣は、都道府県知事の求めに応じて、災害が発生した区域に派遣されて災害時における福祉

サービスの提供に係る業務（以下この節において「災害時福祉業務」という。）に従事する旨の承諾をした者（保育士、社会福

祉士、介護福祉士、介護支援専門員、精神保健福祉士、公認心理士その他当該災害時福祉業務に関する必要な知識及び技

能を有するものであつて厚生労働大臣が実施する研修の課程を修了したことその他の厚生労働省令で定める基準を満た

すものに限る。）を災害時福祉業務従事者として登録するものとする。 （以下、略）

（情報の提供）

第10８条の４ 厚生労働大臣は、都道府県知事の求めに応じ、この節の規定の実施に必要な限度において、その保有する

災害時福祉業務従事者に関する情報であつて厚生労働省令で定めるものを当該都道府県知事に提供することができる。

（災害時福祉業務従事者に対する要請等）

第10８条の６ 都道府県知事は、災害が発生した場合であつて必要があると認めるときは、災害時福祉業務従事者に対し、

災害時福祉業務に従事することを要請することができる。 （以下、略）

（研修及び訓練）

第10８条の７ 国は、災害時福祉業務従事者に対する災害時福祉業務に関する研修及び訓練の機会の提供その他必要な

援助を行うものとする。

２ 都道府県は、災害時福祉業務従事者に対する災害時福祉業務に関する研修及び訓練の機会の提供その他必要な援助を

行うよう努めるものとする。 （以下、略）
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改正案

（定義）

第２条 （略）

十二 福祉サービス・保健医療サービス等利用援助事業（精神上の理由又は近隣に居住する家族がいないことその他の理

由により日常生活又は社会生活を営むのに支障がある生計困難者に対して、無料又は低額な料金で、福祉サービス（前項

各号及び前各号の事業において提供されるものに限る。）及びイ又はロに掲げるサービスのいずれかのサービス（以下この

号において「福祉サービス・保健医療サービス等」という。）の利用に関し相談に応じ、及び助言を行い、並びに福祉サービ

ス・保健医療サービス等の提供を受けるために必要な手続又は福祉サービス・保健医療サービス等の利用に要する費用の

支払に関する便宜を供与することその他の福祉サービス・保健医療サービス等の適切な利用のための一連の援助を一体的

に行う事業をいう。）

イ 保健医療サービス

ロ 葬祭その他の生計困難者が死亡した場合に必要なサービス

（以下、略）

「福祉サービス利用援助事業」→「福祉サービス・保健医療サービス等利用援助事業」
に変更し、対象、内容を拡充。

第２条

改正案

（都道府県社会福祉協議会の行う福祉サービス・保健医療サービス等利用援助事業等）

第８１条 都道府県社会福祉協議会は、第百十条第一項各号に掲げる事業を行うほか、福祉サービス・保健医療サービス等

利用援助事業を行う市町村社会福祉協議会その他の者と協力して都道府県の区域内においてあまねく福祉サービス・保健

医療サービス等利用援助事業が実施されるために必要な事業を行うとともに、これと併せて、当該事業に従事する者の資

質の向上のための事業並びに福祉サービス・保健医療サービス等利用援助事業に関する普及及び啓発を行うものとする。

都道府県社会福祉協議会が都道府県の区域内であまねく実施されるために行う事
業を「福祉サービス・保健医療サービス等利用援助事業」に変更

第８１条
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○国分寺市地域福祉推進委員会設置規程 

平成27年11月30日 

訓令第28号 

改正 平成28年３月31日訓令第14号 

平成29年３月31日訓令第10号 

平成30年３月30日訓令第11号 

令和元年８月29日訓令第５号 

令和２年４月17日訓令第８号 

令和７年３月31日訓令第８号 

令和８年３月31日訓令第７号 

（設置） 

第１条 国分寺市地域福祉計画（以下「計画」という。）に基づき、地域福祉の推進を図るため、国分

寺市地域福祉推進委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（令和７年訓令第８号・一部改正） 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

(1) 計画に基づく事業の進行管理に関すること。 

(2) 計画に基づく事業の調整に関すること。 

(3) その他地域福祉の推進に関すること。 

（令和７年訓令第８号・一部改正） 

（組織） 

第３条 委員会は、次に掲げる委員をもって組織する。 

(1) 健康部長 

(2) 福祉部長 

(3) 子ども家庭部長 

(4) 政策経営部市長政策室長 

(5) 総務部防災安全課長 

(6) 市民部協働コミュニティ課長 

(7) 市民部人権平和課長 

(8) 健康部健康課長 

(9) 福祉部生活福祉課長 

(10) 福祉部障害福祉課長 

(11) 福祉部地域包括ケア課長 

(12) 子ども家庭部子ども若者計画課長 
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(13) 都市企画部都市計画課長 

(14) 建設環境部環境課長 

(15) 教育部教育総務課長 

(16) 教育部社会教育課長 

（平成28年訓令第14号・平成29年訓令第10号・平成30年訓令第11号・令和元年訓令第５号・令

和２年訓令第８号・令和７年訓令第８号・令和８年訓令第７号・一部改正） 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員長は健康部長、副委員長は子ども家庭部長をもって

充てる。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、その職務を代

理する。 

（平成30年訓令第11号・一部改正） 

（会議） 

第５条 委員会は、委員長が招集し、委員長は、会議の議長となる。 

２ 委員会は、委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。 

（意見の聴取等） 

第６条 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、その意見を聴き、又

は委員以外の者に対し、資料の提出を求めることができる。 

（実務者会議の設置） 

第７条 委員会に、必要に応じ、実務者会議を置くことができる。 

２ 実務者会議の組織、運営等に関し必要な事項は、別に定める。 

（令和７年訓令第８号・追加） 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、健康部地域共生課において処理する。 

（平成30年訓令第11号・一部改正、令和７年訓令第８号・旧第７条繰下、令和８年訓令第７号・

一部改正） 

（委任） 

第９条 この規程に定めるもののほか委員会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

（令和７年訓令第８号・旧第８条繰下） 

附 則 

この訓令は、公表の日から施行する。 

附 則（平成28年訓令第14号） 

この訓令は、平成28年４月１日から施行する。 
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附 則（平成29年訓令第10号） 

この訓令は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年訓令第11号） 

この訓令は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年訓令第５号） 

この訓令は、公表の日から施行する。 

附 則（令和２年訓令第８号） 

この訓令は、公表の日から施行する。 

附 則（令和７年訓令第８号） 

この訓令は、令和７年４月１日から施行する。 

附 則（令和８年訓令第７号） 

この訓令は、令和８年４月１日から施行する。 

 



　国分寺市地域福祉推進委員会委員名簿

令和８年度第１回
国分寺市地域福祉推進委員会

参考資料２

所属・職名 氏名 備考

1 健康部長 伊藤　寿一 委員長
令和８年４月１日任命

2 福祉部長 杉本　守啓 令和８年４月１日任命

3 子ども家庭部長 新井　宏伸 副委員長
令和８年４月１日任命

4 政策経営部市長政策室長 清水　昭策

5 総務部防災安全課長 柳川　太郎

6 市民部協働コミュニティ課長 小坂　彰久

7 市民部人権平和課長 越川　僚子 令和８年４月１日任命

8 健康部健康課長 宍戸　雅哉 令和８年４月１日任命

9 福祉部生活福祉課長 桑田　知彦 令和８年４月１日任命

10 福祉部障害福祉課長 宮外　智美

11 福祉部地域包括ケア課長 荒田　理沙

12 子ども家庭部子ども若者計画課長 森　美有記 令和８年４月１日任命

13 都市企画部都市計画課長 三田　俊子

14 建設環境部環境課長 小野木　博一

15 教育部教育総務課長 中島　健太郎 令和８年４月１日委嘱

16 教育部社会教育課長 豊田　泰之

※　国分寺市地域福祉推進委員会設置規程第４条第１項の規定に基づき、委員会に委員長及び
　　副委員長を置き、委員長は健康部長、副委員長は子ども家庭部長をもって充てる。
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